















































































































































































































































































































学生の子供のいる世帯 1０ ７ 1７
社会人の子供のいる世帯 1９ ８ 2７












































































































































































































































































































































































































































































































子供同居計 9 （100） 7３（７５）３（３）５（５）１６（１６）



































子供同居計 9 ） 2１（２２）８（８）５（５）３（３）６０（６２）
合計 163（100） 2８（１７）１４（９）６（４）４（２）１１１（６８）
Ｉ
主婦の個室に対する意識一家族ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝへの影響について－家族の自立を可能にするための住居計画的研究(2)９
究および研究生当時の研究の一部です。調査の実施にあ
たり，京都府立大学の卒業生の皆様に多大のご協力をい
ただきました。心からお礼を申し上げます。
れは同居の親が主婦の個室所有に対して賛成する割合
が高い（９割以上）ことからも推察される。
親同居の世帯は，独立している個室を理想としてい
る割合が高く，これは親非同居世帯と同様である。し
かし夫の部屋と簡易間仕切りで区切られた個室，ある
いは夫と共用の個室を希望する割合は非同居世帯より
高い。つまり夫婦が二人だけになる機会を空間的に必
要とする割合が高い。家族とのコミュニケーションに
ついては，親同居の世帯では非同居世帯に比べると描
写や記述にあまり表れていない。意識調査の結果と同
様，個室所有と家族コミュニケーションとの関わりよ
りも重視したい条件，すなわち主婦の個室確保によっ
て夫とのコミュニケーションを保つことができること
を重要視する傾向がうかがえる。
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